
空中三角測量の全自動化によるオルソ画像作成の効率化に関する研究

（第 3 年次） 

実施期間 平成 26 年度～平成 28 年度

地理地殻活動研究センター

地理情報解析研究室 大野 裕幸

1. はじめに

国土地理院は，1936 年以降に撮影された大量の空中写真を保有しているが，過去の空中写真は，現

在とは土地利用が大幅に異なるケースも多いため，地図や測量の専門家であっても利用しにくく，専

門知識を持たないユーザの利便性も考慮すると，オルソ化して地図と重畳できる状態で提供すること

が望ましい．そこで，空中三角測量をはじめとするオルソ画像の作成工程を可能な限り自動化する手

法の開発を実施した．昨年度までは 400dpi の空中写真画像を用いて研究を実施していたが，最終年度

である今年度は原則として 1270dpi の空中写真画像を用いて最終成果物を考慮した研究を実施した． 

2. 研究内容

2.1 研究開発の概要

オルソ画像作成工程を大きく 5 つに分け，工程毎に自動処理用スクリプト等の開発を実施した.中

核となる写真指標検出と GCP 自動選点の工程では，コンピュータビジョンの分野で古くから使われ

ている画像処理の基本技術のテンプレートマッチングを用いて自動処理の信頼性の向上を図った．

2.2 画像の確認と向きの統一（準備工程） 

フリーソフト ImageMagick の convert コマンドを用いて空中写真画像をフレームのインジケータが

上側となる向きに統一するスクリプトを作成した．

2.3 カメラ毎の幾何条件の統一とフレームの削除（入力画像点検）

テンプレートマッチングを使用した写真指標自動検出プログラムを構築した．使用するテンプレー

ト画像を工夫することによって RC 系列のカメラで 99.917％，RMK 系列のカメラで 97％，米軍 K-17

系列のカメラで 71％の検出精度を達成した．また，写真指標から算出した写真主点位置のばらつきを

数値評価することで空中写真画像の向きや縮尺の異常を高確率で検出する手法を開発するとともに，

主点位置を中心に矩形範囲をクリッピングすることでフレーム部分を削除するスクリプトを構築した． 

2.4 カメラ位置と姿勢の推定（空中三角測量）

Agisoft 社の SfM ソフトウェア「Photoscan Professional」と，同ソフトを外部から操作できる Photoscan 

Python を用いてバッチ処理で空中三角測量を実行可能なスクリプトを構築した． 

2.5 GCP 自動選点システムの開発 

作業効率向上のためのボトルネックである GCP の付与に要する作業時間を短縮することを目的と

して GCP 自動選点システムを開発した．既存のオルソ画像タイルを教師として，テンプレートマッチ

ングにより空中写真データ上でオルソ画像タイルと類似度が高い範囲を探索し，マッチした場所でオ

ルソ画像タイルの中心に相当する画素を GCP として出力するという機能を有する．ただし，教師タイ

ルが未整備の地域や森林や水域が支配的な地域では自動選点が困難であるため，手動による GCP の

補完が必要となる．Photoscan の調整計算の機能を組み合わせることで誤抽出の点を削除しつつ，写真

の外部標定要素を算出することができ，GCP 付与に要する作業時間を大幅に短縮することができた． 
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2.6 正射変換及びオルソモザイク，タイル出力 

 算出された写真毎の外部標定要素と，既存の DEM である基盤地図情報 10m メッシュ標高データを

用いて Photoscan 上で正射変換及びオルソモザイク画像の作成を行うスクリプトを構築した．タイル

出力は，研究に使用した Photoscan のバージョンではスクリプトに対応していなかったため，GUI の

メニューから手動で出力操作を実施する必要がある． 

 

3. 得られた成果 

開発した工程毎のスクリプト等を 2006 年以前に撮影された空中写真に適用し，関東地方を対象と

して 1980 年代以降のオルソ画像を作成して品質の検証と，作業効率の検証を実施した．工程毎の処理

枚数を表-1 に，関東地方 1990 年代のオルソ画像作成範囲を図-1 に示す．品質の定性的な検証結果は，

比高差の大きい地区の外縁部を除き概ね良好，定量的な検証結果は，水平誤差の標準偏差が 1.38～

1.55m（ただし平坦な地域）と，良好な成果が得られた．作業効率は，31 日で 70 地区 18,300 枚が作成

でき，1 人日あたり 590 枚で，既存手法（1 人日 30 枚）の約 20 倍という結果となった． 

 

表-1 GCP 自動選点方式による工程毎の処理済写真枚数（2017 年 2 月 23 日時点の集計枚数） 

工程内容 処理枚数（国土地理院撮影写真） 米軍写真 

2.2  準備工程 3,039 地区，894,101 枚（完了） 38 地区，3,756 枚 

2.3  入力画像点検／クリッピング 684 地区，217,223 枚 5 地区，677 枚 

2.4  空中三角測量 677 地区，205,175 枚 3 地区，641 枚 

2.5  GCP の付与 143 地区，32,238 枚 0 地区，0 枚 

2.6  オルソモザイク作成 70 地区，18,300 枚 0 地区，0 枚 

 

4. 結論 

テンプレートマッチングと，Photoscan のスクリ

プト機能を用いることで， オルソ画像作成工程の

かなりの部分をシステム化・自動化することがで

きた．本手法は，教師として既存のオルソ画像が

必須であることから，ニーズが高い 1940～1950 年

代のオルソ画像をいきなり作成することは困難

で，新しいものから順次遡って作成していかなけ

ればならない．高度経済成長を挟む 1970 年代を超

えて，より古い年代のオルソ画像作成に本手法が

適用できるかどうかが未確認であり，残された課

題として研究を継続していきたいと考えている． 

 

参考文献 

大野裕幸（2017a）：空中三角測量の全自動化によるオルソ画像作成の効率化に関する研究，国土地理

院時報，129，ページ未定． 

大野裕幸（2017b）：オルソ画像タイルを用いた GCP 自動選点システムの開発，日本写真測量学会平成

29 年度年次学術講演会論文集，ページ未定． 

図-1 関東地方 1990 年代のオルソ画像作成範囲 
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リモートセンシング技術による効率的被害把握に関する研究（第 3 年次） 
 

 

実施期間          平成 26 年度～平成 30 年度  

地理地殻活動研究センター 

                      地理情報解析研究室  中埜 貴元 

 

1. はじめに 

本研究は，人工衛星や航空機等に搭載された光学・マイクロ波センサ等のリモートセンシング技術

により取得された情報をもとに，災害状況の早期把握や状況変化のモニタリングを効率的に行うため

の研究として実施するものである．具体的には，期間内に大災害が発生した場合には必要に応じ，こ

れまでの研究成果を活かした衛星データ（SAR や高分解能衛星画像）からの災害状況把握とその特性

把握及び災害の危険性を事前に把握するための研究を行う．また，JAXA が所有する航空機 SAR（Pi-

SAR-L2）データを用いた，津波や洪水による浸水・建物被害度，土地被覆（樹高等）や土壌水分率な

どとの関連性解析なども実施する． 

 

2. 研究内容 

平成 28 年度は，1）ALOS-2 データを用いた SAR 干渉解析により抽出された斜面変動を示す位相変

化について，宇宙測地課と協力してその妥当性等を検討した．特に，山形県朝日山地と宮崎県南部の

事例については，それぞれ 2016 年 11 月と 2017 年 3 月に現地調査を実施し，現地の状況と SAR 干渉

画像上の位相変化との対応関係を確認した．また，2）Pi-SAR-L2 データを用いた研究においては，液

状化や斜面崩壊のリスクの高い地域の抽出の可能性を検討するため，①茨城県下妻市鬼怒地区での各

偏波（HH，HV，VV）の後方散乱強度と地上計測土壌水分率及び地形分類との比較，②山口県防府地

区での後方散乱強度と樹高及び根系強度指数（Iwahashi et al., 2014）との比較を実施した．①では，Pi-

SAR-L2 観測と同期して計測した地表の土壌水分率（体積含水率）27 点の情報を用いて，既存研究（薗

部（2015）など）を参考に後方散乱強度との相関の有無を分析した．併せて，土地条件図の地形分類

との関係も考察した．②では，過去の研究で航

空レーザデータから推定した樹高及び樹木の斜

面崩壊抵抗性を示す根系強度指数と後方散乱強

度との間に相関があるかどうかを検討した．本

稿では，上記成果の一部について報告する． 

 

3. 得られた成果 

3.1 干渉 SAR による斜面変動検出の妥当性検討 

宇宙測地課による干渉 SAR 全国解析の結果

のうち，斜面変動を示すと考えられる位相変化

が集中して存在している山形県朝日山地（月山

南方）と宮崎県南部（日南市～串間市）におい

て現地調査を実施し，地表変位の有無やその特

徴を調査した．本稿では，山形県朝日山地の事

例について報告する．なお，宮崎県南部では 10

 

図-1 山形県朝日山地の調査地点図 
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地点を調査し，4 地点で明瞭な地表変位，1 地点

で可能性のある変位を確認した． 

山形県朝日山地においては 2016 年 11 月 14

～16 日にかけて，図-1 に示す地点 1～5 の 5 地

点で調査を実施した．地点 6 は地形図上で表記

されていた徒歩道が河川で分断されており，到

達できなかった． 

 本地域では調査した 5 地点のうち，地点 2（大

江町月布地点）と地点 5（西川町上小沼地点）

において，SAR 干渉画像の位相変化領域の縁辺

境界部で，実際に斜面（地すべり土塊）が変動

した痕跡（道路の新しい段差，用水路のズレ）

を確認した．以下，地点 5 の調査結果について

詳述する．なお，その他の地点はいずれも明瞭

な地すべり地形であり，位相変化領域縁辺境界

部には線状凹地などの特徴的な地形がみられ

たが，人工物がなかったため，最近の変状は確

認できなかった． 

 地点 5 における SAR 干渉画像と現地調査結果を図-2 に示す．当該地点は，大きな地すべり土塊の

中の一部に相当し，複数時期の SAR 干渉画像に位相変化が現れていた．現地調査の結果，当該地すべ

りでは継続して地すべり対策工事（水抜き工）が行われているようで，平成 26～27 年度にも工事が行

われていた模様で，計測機器も多数設置されていた．位相変化領域の南縁を横切るアスファルト道路

とその脇の用水路及び蛇籠（図-2 地点 A）において，位相変化と調和的な明瞭な構造物の変位が確認

できた．アスファルト道路の変位（写真-1）は走向 N25°W，上下変位約 25cm（北落ち），右横ずれ約

50cm で，複数回（少なくとも 3 回）の補修痕が確認され，最新の補修は新しく，年内に行われた可能

性が高かった．用水路及び蛇籠は右横ずれ約 2.2m で，北落ちの上下変位を伴っていた（上下変位量は

計測不能）（写真-2）．これらの右横ずれは，地すべり土塊の動きと調和的である．なお，位相変化領

域の斜面末端部付近には人工構造物が無く，斜面変動に伴う明瞭な地表変状は確認できなかったが，

 

図-2 地点 5 の SAR 干渉画像と現地調査結果．図中の灰色

線で示したケバ記号は現地で確認した微地形． 

 
写真-1 図-2 地点 A のアスファルト道路でみられた変

位．右横ずれ及び写真手前側の低下． 

 
写真-2 図-2 地点 A の用水路の右横ずれ変位 
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砂利舗装の林道に開口亀裂の痕跡

と思われる線状凹地や比較的新し

い砂利舗装がみられ，地すべり土塊

の変動の存在を示唆していると考

えられた．位相変化の北縁では，滑

落崖を示す地形はみられたが，林道

等に最近の地表変位を示す変状は

見られなかった． 

3.2 Pi-SAR-L2 データを用いた研究 

1）茨城県下妻市鬼怒地区におけ

る，Pi-SAR-L2 データの VV 偏波の

後方散乱強度画像と土壌水分率（体

積含水率）測定地点を図-3 に示す．

また，薗部（2015）の回帰式を用い

て後方散乱強度から推定した体積含水率と地上測定した体積含水率との関係を図-4 に示す．なお，回

帰式において必要なパラメータ（表面高さの標準偏差 s 及び相関長さ l）は，同計測の約 1 年前に取得

した航空レーザによるデジタル表層モデル（DSM）を用いて推定した．図-4 では，両者にほとんど相

関はみられないが，これは後方散乱強度から体積含水率を推定する際に影響する地表面粗度が場所に

よって複雑に異なり，回帰式では十分に推定できていないためと考えられる．実際，現地では同じ水

田でも既耕・未耕の違いや稲わらの有無の違いなどがあり，地表面粗度が単純ではなかったため，地

表が裸地に近い地点のみを抽出して関係を調べたところ，図-4 の VV 偏波において相関係数が 0.23 で

あったものが 0.60 まで向上した．計測点が少ないものの，両者の相関が確認できた． 

 液状化の可能性のある低地の地形分類項目ごとの後方散乱強度は，土壌水分率の高い旧河道等で相

対的に小さくなることが期待されたが，解析の結果，ヒストグラムのピークは自然堤防で最も小さく

なった（図-5）．図-3 において後方散乱強度が小さい領域は主に畑・その他の農地に該当しており，そ

の多くは自然堤防上に分布することから，自然堤防で後方散乱強度が小さくなったのは，土地被覆（土

地利用）の影響を強く受けた結果と考えられる． 

2）山口県防府地区において，航空レーザデータから推定した樹高及び根系強度指数と後方散乱強度

との関係を調べた結果，どの偏波においても後方散乱強度のヒストグラムのピークは，樹高が高いほ

ど後方散乱強度が大きい方へシフトする傾向がみられた（図-6）が，根系強度指数については特に傾 

 
図-4 薗部（2015）の回帰式を用いて後方散乱強度から推定した体積含水率と地上測定した体積含水率との関係 

 

図-3 茨城県下妻市鬼怒地区における Pi-SAR-L2 の VV 偏波後方散乱

強度画像と土壌水分率測定地点 
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向はみられなかった． 

後方散乱強度は樹種によっても変化する

ため一概には言えないが，前者の傾向は樹高

が高い樹木の方が散乱体としてのサイズも

大きいことによると考えられる． 

 

4. 結論と今後の課題 

山形県朝日山地と宮崎県南部において，

ALOS-2 データによる SAR 干渉画像におい

て検出された斜面変動を示すと考えられる

位相変化箇所を現地調査した結果，山形県朝

日山地では 5 地点中 2 地点で，宮崎県南部で

は 10 地点中 5 地点で何らかの地表変位を確

認できた．地表変位が確認できなかった地点

でも現地では気づかないレベルの微小な変

動が発生している可能性もあり，今後は現地

観測も含めた検証が必要と考えられる．  

Pi-SAR-L2 データを用いた研究では，限ら

れた条件の下で，地表の土壌水分率と後方散

乱強度との間に相関が確認できたが，後方散

乱強度は土地被覆（地表面粗度）の状態の影

響を強く受けるため，裸地ではない地域にお

いて後方散乱強度から土壌水分率が高い地

域を抽出することは，現段階では難しいと言

える．また，後方散乱強度と樹高との間には

若干の関係がみられたが，斜面崩壊リスクの

高い地域を抽出するためには，複数の情報を組み合わせるなど，より複雑な仕組みが必要と考えられ

る． 
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位論文． 

 

図-5 茨城県下妻市鬼怒地区における低地の地形分類項目ごと

の VV 偏波後方散乱強度のヒストグラム 

 

図-6 山口県防府地区における航空レーザ推定樹高帯ごとの HH

偏波後方散乱強度のヒストグラム．左上から右へ樹高 0-

1.4m，1.5-3.4m，3.5-5.4m，左下から右へ樹高 5.5-7.4m，

7.5-9.4m，9.5-18.4m の順． 
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地理空間情報の取得・加工・表現に関する研究（第 3 年次） 
 

 

実施期間 平成 26 年度～平成 30 年度 

地理地殻活動研究センター 

地理情報解析研究室 

 

岩橋 純子  大野 裕幸 

田中 宏明 

 

1. はじめに 

津波，活断層，岩屑なだれ・地すべり，赤土等土砂の流出など，陸域から海底まで一連の地形デー

タが求められる事象は数多くあり，平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震後の地震・火山活動

の活発化や，極端豪雨の増加により必要性が近年増している．地理情報解析研究室では，海陸一体の

デジタル地形データの作成，および作成した地形データを元にした研究を目的とし，海上保安庁海洋

情報部と「海陸一体のデジタル地形データの作成に関する研究」について平成 27 年 4 月 27 日に共同

研究協定を締結した．平成 28 年度は，宮城県石巻～福島県相馬付近の沿岸域について陸域・海底の地

形の接合データを試作し，ケース・スタディを行った． 

 

2. 研究内容 

2.1 陸域と海域の地形データ接合 

本年度取り組んだ宮城県石巻～福島県相馬付近の地域は，平成 23 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖

地震で，津波による甚大な被害を受けた地域であり，昨年度試行した宮城県松島湾沿岸部に隣接して

いる．データの接合には，津波発生後の平成 23 年中に計測された陸域の航空レーザ測量データ（5m

メッシュ）および海域の航空レーザ測量データ（約 5m 間隔のランダムポイントデータ）・マルチビー

ム音響測深データ（約 10cm～30m 間隔のランダムポイントデータ）を利用した．陸域のデータは標高

値，海底のデータは計測深が高さ情報として格納されている． 

陸域と海域の地形データ接合では，高さの基準が異なっている事が問題となる．本年度の作業地域

では，調査地域の北端と南端にあたる鮎川と相馬において，陸域の標高ゼロの基準である東京湾平均

海面（TP）と，海底の深さの基準である最低水面の較差が知られている（TP 下 1.08m と 0.99m；平均

水面，最高水面及び最低水面一覧表（海洋情報部））．従って，海底地形の補正済み標高値は以下のよ

うにして求めた． 

 

海底地形の補正済み標高値（m）＝ −（計測深+1）（m） 

 

2.2 データ接合および補間計算 

 DEM から傾斜等の地形量を計算するにあたっては，DEM のソースとなった情報の縮尺・解像度が

影響することが良く知られており，なるべくソースが均一であるべきと考えられる．今回のデータ接

合に利用した一部の海底地形データは，目標とする接合 DEM の解像度（5m メッシュ）と比較して極

めて点密度が高い．そのため，およその点間隔が 1m 以下のデータについては，接合前にランダムに

点を間引き，ある程度点密度を揃える作業を行った．点群の接合にあたって，沿岸部で陸と海のデー

タが重畳する場合には，陸域のデータを優先した．補間法には，ボロノイ分割を利用した補間法であ

る Natural neighbor 法（Sibson, 1981）を利用した（ArcGIS 3D Analyst（ESRI）に実装されているコマ
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ンドを利用）． 

 

3. 得られた成果 

宮城県石巻～福島県相馬地域の平成 23 年に取得された陸域と沿岸域の航空レーザ測量データ・マ

ルチビーム音響測深データを用いて 5mDEM を作成し，陰影段彩図の作成や地形の観察を行った。津

波による沿岸部の侵食が水面下の様子を含めて観察できることが分かった（図-1）．なお，東北地方太

平洋沖地震より前の海底地形データである津波シミュレーション用地形データ 4 次メッシュ（約 150m

メッシュ；海洋情報部によれば石巻沖の大部分は 1970 年代の計測）と作成したデータを比較したとこ

ろ，石巻沖で 1～2m，仙台塩釜港沖で 50cm 程度，震災後の海底地形データの方が低かった．  

 

図-1 仙台市宮城野区，七北田川河口付近の 5mDEM を用いた陰影段彩図（抜粋）．沿岸の砂浜は

場所により津波で大きく侵食されたが，本図でも日和山の付近にその様子が見られる（現

在は沿岸漂砂等によりさらに地形が変化している）．湾内には，海図では「険悪物」として

表現される震災瓦礫と思われる影が点々と見られる． 

 

4. 結論 

 陸域と海域で起きた現象が相互に影響する地域について，防災上必要な地域については，海陸一体

の DEM があれば応用範囲は広いと考えられる． 
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地形・土地被覆情報の防災への活用に関する研究（第 3 年次） 
 

 

実施期間 平成 26 年度～平成 30 年度 

地理地殻活動研究センター 

地理情報解析研究室 

地理地殻活動研究センター 

 

中埜 貴元  大野 裕幸 

宇根 寛   藤原 智 

 

1. はじめに 

本研究は，航空レーザデータ，空中写真等とその他の調査手法を組み合わせて，地形解析や土地被

覆分類，地形特性の把握等を行い，地形・土地被覆と災害との関連に焦点をあて，国土保全と防災に

貢献するための研究を行うことを目的としている． 

平成 28 年度は，平成 28 年（2016 年）熊本地震（以下「熊本地震」という．）が発生したことを受

け，災害関連調査も含めて地震による地盤災害状況や地表変位の把握及びその成因分析等を実施した．

本稿では，これら多数の調査・研究のうち，災害対応や今後の防災とも関連の深い，1）空中写真判読

による地表の亀裂分布把握と 2）干渉 SAR により検出された多数の地表変位の調査と考察，について

報告する．なお，これらの研究成果は，応用地理部や宇宙測地課，地殻変動研究室等との共同成果で

ある．また，1）の成果の詳細については吉田ほか（2016）に，2）の成果の一部については藤原ほか

（2016）や Nakano et al. (2016)にまとめられているため，そちらも参照されたい． 

 

2. 研究内容 

2.1 空中写真判読による地表の亀裂分布把握 

 熊本地震では，既知の布田川断層帯及び日奈久断層帯に沿って地表地震断層が出現するとともに，

被災地全体にかけて多数の地表の亀裂が発生した．そこで，地震発生後に国土地理院が撮影した空中

写真（4 月 16～20 日撮影）を用いて，布田川断層帯及び日奈久断層帯周辺や阿蘇カルデラ内などを中

心に地表の亀裂を判読し，マッピングした（図-1）．一部地区においては，無人航空機（Unmanned Aerial 

Vehicle）（以下「UAV」という．）により撮影された動画を用いた判読も行った．判読は一定の取得基

準のもと，正射画像をベースに行い，正射画像で

不明瞭なものについては単写真を立体視するなど

して確認した．今回判読した亀裂は，地震による

断層のずれが地表に現れたものや斜面の崩壊等に

より生じたもの，地震動や液状化によって生じた

もの等であり，現地で確認できるすべての亀裂を

取得できている訳ではない． 

2.2 干渉 SAR により検出された多数の地表変位

の調査とその考察 

熊本地震に関連して作成された SAR 干渉画像

においては，多数の地表変位を示す位相不連続線

が現れた（図-2）．これらの位相不連続線が現地の

どのようは地表変位を捉えているのかを明らかに

するため，2016 年 5 月，8 月，2017 年 1 月に現地

 

図-1 地表の亀裂の判読範囲 
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調査を実施し，地表変位の有無やその変位量等

を確認した． 

 

3. 得られた成果 

3.1 空中写真判読による地表の亀裂分布 

空中写真判読による地表の亀裂分布図を図-3

に示す．この亀裂分布図は地理院地図のコンテ

ンツとして公表されており，図-3 も地理院地図

において表示したものである．この亀裂分布図

を見ると，布田川断層帯及び日奈久断層帯に沿

って多数の亀裂が確認できるとともに，益城町

から南西方にかけても亀裂の集中帯が確認でき

る．また，阿蘇カルデラ内にも亀裂の集中帯が

存在する． 

この亀裂分布図のうち，南阿蘇村河

陽地区及び黒川地区周辺では，空中写

真の他に UAV 撮影動画も使用して亀裂

を判読した．ここでは，地震により生じ

たと推定される断層のずれとそれ以外

の地表の亀裂を分けることを試みた．

作成した断層・亀裂分布図を図-4 に示

す．断層のずれが地表に現れて生じた

と考えられる亀裂（図-4 中赤線）は，平

坦な農地や道路を横切って直線状に並

んでおり，また，道路や土手などの右横

ずれや右横ずれによる雁行状の配列も

確認できることから，斜面の崩落等の重力性変形によっては生じえないと判断した．黒川地区の耕作

地では，UAV により直下撮影した動画において，土手の右横ずれやそれに伴う雁行状配列の明瞭な亀

裂が確認できた（図-5）．図-4 において黒線で示した亀裂は，急な斜面や土手等の崩落により生じたも

のなどが該当する． 

 

図-2 SAR 干渉画像（2016 年 4 月 15 日と 4 月 29 日のペアに

よる）と位相不連続線（藤原ほか（2016）より引用） 

 
図-3 空中写真判読による熊本地震に伴う地表の亀裂分布図（背景

は地理院地図） 

 

図-5 UAV 撮影動画で確認できた黒川地区の耕作地

の右横ずれ断層に伴う雁行状亀裂  

図-4 南阿蘇村河陽地区及び黒川地区周辺の断層・亀裂分布図 
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3.2 干渉 SAR により検出された多数の地表変位の

調査結果とその考察 

位相不連続線における地表変位の現地調査は，布

田川断層及び日奈久断層帯周辺，熊本市北西部の第

四紀火山地域，水前寺公園周辺，阿蘇外輪山北西部

などを中心に実施した．本稿では，水前寺公園周辺

と阿蘇外輪山北西部の結果について報告する． 

水前寺公園周辺では，森下ほか（2016）の 3 次元

変位量解析により上下変位量が推定されており（図

-6），図-6 の地点 A（水前寺公園西側），地点 B（健

軍神社西側）において 2016 年 5 月 10 日に現地調査

を実施した結果，地点 A ではアスファルト道路等に

おいて，位相不連続線と調和的な走向（N20°W～

N40°W）の開口亀裂（開口幅 5～10mm）が複数地点

で確認された（図-7 左）．3 次元変位量解析では約

7cm の上下変位オフセットが検出されていたが，現地では上下変位は確認できなかった．地点 B では，

線状地表変位の位置からややずれた場所ではあったが，走向 N30°W の線上の複数地点で，5mm 程度

の上下変位（南西落ち）を伴う開口亀裂（開口幅 5～10mm）が確認できた（図-7 右）． 

阿蘇外輪山北西部では，2016 年 5 月 11 日と 2017 年 1 月 18-19 日の現地調査により，Fujiwara et al. 

(2016)による上下変位量と調和的な地表変位を多数確認した（図-8 中の×印地点）．図-8 の地点①で

は，ゴルフ場の敷地において東西走向，開口幅 10～20cm で，最大上下変位量約 18cm の北側落ちの断

層変位が確認できた（図-9 上）．図-8 の地点②では，北落ちの道路の補修痕及び側溝の段差（見かけ

上下変位量約 8cm）と，その西側延長部の牧野で北落ち上下変位（見かけ上下変位量約 55cm）を伴う

明瞭な断層変位（図-9 下）を確認した．断層の走向は概ね東西走向で，今回確認できた部分よりもさ

らに西側へ続くようであった．図-8 における同地点の相対上下変位量は北落ち約 25cmとなっており，

現地計測値の方が大きい値となった． 

 以上のように，干渉 SAR で検出された位相不連

続地点では，現地においてもそれと調和的な地表

変位が観察され，両地点ともその広域的な地表変

位分布から， Fujiwara et al. (2016)や宇根ほか

（2016），中埜ほか（2016）で示されているように，

伸長場におけるハーフグラーベン状の変動が生じ

たことが伺える．ただし，3 次元変位量解析で比較

的大きな上下変位が検出されている箇所でも，現

地では地表変位が確認できないケース等もあり，

その要因等についてさらなる分析が必要である． 

 

4. 結論 

熊本地震に伴って発生した地表の亀裂を空中写真判読によりマッピングし，その広域的な分布を把

握することができた．また，干渉 SAR により検出された位相不連続地点において現地調査を行い，観

測結果と調和的な地表変位を確認した．これらの成果は，災害対応における広域的な被害分布の把握

 
図-6 水前寺公園周辺の 3 次元変位量解析による

上下変位量図（森下ほか（2016）より引用・

加筆） 

 
図-7 図-6 の地点 A，B で確認した地表の亀裂．（左）

地点 A での開口亀裂，（右）地点 B での上下

変位を伴う開口亀裂． 
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に役立つとともに，地震被害や断層運動のメカニズム解明

にも有用と考えられる． 
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図-8 阿蘇外輪山北西部の 3 次元変位量解

析による上下変位量図（Fujiwara et 

al.（2016）より引用・加筆）と地表

変位確認地点（×印） 

 

図-9 図-8 の地点①，②で確認した地表の亀裂

（矢印の位置）．（上）地点①での北落ち

の開口亀裂，（下）地点②での北落ちの

開口亀裂． 
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地形・環境解析による地域特性の把握・解明に関する研究（第 3 年次） 
 

 

実施期間          平成 26 年度～平成 30 年度  

地理地殻活動研究センター 

                      地理情報解析研究室  中埜 貴元  田中 宏明 

 

1. はじめに 

災害や環境変化に対してレジリエンス（抵抗力，復元力，弾力性）を備えた国土や地域を構築して

いくためには，その地域が持つ特性を理解し，それを活かした国土保全，環境保全，開発利用を進め

ていく必要がある．そのため本研究では，地形・土地被覆等から地域の災害特性や環境特性を適切に

評価する手法を研究することを目的に，DEM データや既存の地理空間情報を利用し，GIS 解析や領域

分割手法を適用することにより，効率的な領域区分や災害・景観特性に対応した地理的地域特性区分

手法の検討や浅部地下構造探査法なども用いたよりローカルな災害脆弱性の把握手法の検討を実施す

るものである． 

 

2. 研究内容 

平成 28 年度は，2011 年東北地方太平洋沖地震（以下「東北地方太平洋沖地震」という．）に伴って

液状化が集中して発生した千葉県神崎町の利根川旧河道において，液状化の発生要因と関連があると

考えられる浅部地下構造を推定するため，地中レーダ（Ground Penetrating Radar: GPR）探査を実施し

た．同地点では，平成 25 年度に比抵抗二次元探査を実施しており（中埜ほか，2014），その結果とも

比較した． 

GPR 探査は，電磁波（レーダ波）を地中に送信し，埋設物や土壌水分率（体積含水率），土質等の誘

電特性が変化する境界で反射してきたレーダ波を受信し，イメージングする探査法である．探査可能

な深度（可探深度）は，使用するレーダ波の周波数と媒質の誘電率，導電率に依存するが，通常数 m

から数十 m である． 

本研究では，旧河道を横断するように 3 本

の測線を配置し（図-1），2016 年 7 月 5 日に

探査を実施した．3 測線のうちの 1 測線（測

線 KZ2）は，比抵抗二次元探査測線とほぼ同

位置に配置した．測線長は 220～280m であ

る．用いた探査機材は Sensors & Software 社

製 Noggin plus であり，アンテナ中心周波数

は 250MHz，測点間隔は 0.05m とした．デー

タ解析には Sensors & Software 社製 EKKO_

View Deluxe を使用し，レーダ波の地中での

伝播速度は各測線において双曲線状反射に

よるフィッティング法（Reflection hyperbola

 method; Moldoveanu-Constantinescu and Ste

wart，2004）により推定し，レーダ波の往復

走時を深度に変換した．なお，本地点は基本

 

図-1 GPR 探査測線配置図 
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的に平坦であったため，地形補正は実施しなかった． 

 

3. 得られた成果 

GPR 探査測線 KZ1 の探査断面図及びその解釈を図-2 に示す．地下 1.5m 付近に地下水面を捉えたと

考えられる明瞭な反射面（薄青色破線）が確認でき，それよりも深部ではほとんど反射構造が得られ

ていない．ただ，水平位置 150～240m の地下 2.5～3m 前後にやや明瞭は反射面（薄黄色線部分）が確

認でき，何らかの地下埋設構造物を捉えている可能性がある．この構造物の反射付近は旧河道の南縁

に相当するため，旧河床の南側斜面からの反射として図中薄黄色破線で示したような反射構造が期待

されたが，そのような反射面は得られなかった． 

探査測線 KZ2 の GPR 探査断面図及びその解釈と過去の比抵抗二次元探査断面を並べたものを図-3

に示す．GPR 探査断面図の縦軸は横軸に対して 10 倍，比抵抗二次元探査断面図の縦軸は横軸に対し

て 2.5 倍拡大してあり，縦軸のスケールは両者で異なるため，比抵抗二次元探査断面図内におおよそ

の GPR 探査断面の範囲を灰色破線で示している．本測線では，水平位置 160m 前後に旧河道南縁が位

置し，比抵抗二次元探査断面図ではそこから北西方向（図の左方向）へ徐々に深度を増す比抵抗値 20

～25Ω･m の等値線部分が旧河床面に相当すると推定されたが，GPR 探査断面では測線 KZ1 と同様，

地下 1.5m 付近の地下水面（薄青色破線）より深部の構造がほとんど捉えられておらず，旧河床面に相

当する構造は検出できなかった．GPR 探査断面の水平距離 210～280m の地下 2～3m にみられるやや

明瞭な反射面は，比抵抗断面図における 20Ω･m の等値線と形状が類似しており，土質の境界などを

捉えた可能性がある．また，地下水面より浅い部分では，多少波打った形状の明瞭な層構造が確認で

きた． 

 探査測線 KZ3 の GPR 探査断面図及びその解釈を図-4 に示す．この測線も他の測線と同様，地下 1.5m

付近の地下水面より深部の構造が得られていないが，地下水面（薄青色破線）より浅部では何らかの

明瞭な反射構造（薄黄色線）が確認できる．同測線はアスファルト道路上であるため，道路の基礎部

を捉えている可能性があるが，若干波打った構造となっているため，現在の道路建設（耕地造成）前

の地表面（旧耕作面）を捉えている可能性もある． 

 

 

 
図-2 探査測線 KZ1 の GPR 探査断面図及びその解釈 
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図-3 探査測線 KZ2 の比抵抗二次元探査断面（上）と GPR 探査断面図及びその解釈（下） 

 

 
図-4 探査測線 KZ3 の GPR 探査断面図及びその解釈 

 

4. 結論と今後の課題 

本年度は，東北地方太平洋沖地震時に液状化が発生した利根川旧河道において，その浅部地下構造

を推定するために GPR 探査を実施した．地下水面より浅部の層構造等は捉えることができたが，地下

水面下の構造がほとんど検出できず，旧河床構造を捉えることはできなかった．今後は，より深部ま

で探査が可能な低周波数のアンテナによる探査も検討したい．また，地下の噴砂構造を GPR 探査によ

り捉えられることが示されており（酒井ほか，2012；瀬戸ほか，2013），今回の調査地点でも噴砂が

みられた駐車場において多数の測線を配置した探査も実施済みであることから，そのデータの解析と

結果の考察も試みる予定である． 
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新技術の活用による地理空間情報整備・更新の迅速化に関する研究 

（第 2 年次） 
 

 

実施期間          平成 27 年度～平成 30 年度  

地理地殻活動研究センター 

                      地理情報解析研究室  中埜 貴元  大野 裕幸 

 

1. はじめに 

地理空間情報の取得，整備，更新等を取り巻く技術進展はめざましく，近年では無人航空機（UAV）

の発展と相まって，多数の写真から三次元形状を復元する SfM 多視点ステレオ写真測量（SfM/MVS）

技術の汎用化が進んでいる．SfM/MVS 技術を用いることにより，UAV 等で撮影した空中写真から，

従来の写真測量よりも容易に地表の三次元形状や正射画像を取得することが可能となっている．また，

測量用航空機で撮影された空中写真を用いても処理可能であるが，それによる成果の利用可能性につ

いてはまだ研究段階にある． 

本研究はこのような状況下で，UAV や SfM/MVS 技術を用いた災害対応や各種研究に必要な情報の

取得・処理技術に関して，実地訓練等も踏まえてノウハウを蓄積し，技術の向上・迅速化を目的とし

た研究を実施するものである．なお，本稿で示す成果の一部は，JSPS 科研費 JP15K16288 の助成によ

るものである．また，国土地理院インターンシップ実習生の助力を得た． 

 

2. 研究内容 

平成 28 年度は，米軍撮影の空中写真を用いた SfM/MVS 処理により，どのくらいの位置精度の正射

画像及びデジタル表層モデル（DSM）が作成できるかを，仙台地区を対象に検討した．なお，同様の

検討は阪神地区においても実施しており，中埜（2016a）や中埜（2016b）で報告している． 

対象地域は，仙台市により盛土・

切土分布図作成用に米軍空中写真等

から当時のデジタル標高モデル

（DEM）が作成されている仙台市太

白区緑ヶ丘地区周辺とした（図-1）．

なお，SfM/MVS 技術により作成され

る地形モデルは，  DEM ではなく

DSM であるが，フィルタリング処理

等により一定量の補正が可能と考え

て研究を実施した． 

SfM/MVS 処理に使用した米軍空

中写真は，1947 年撮影の USA-R276

-30～35，43～48，57～62 の 3 コース

計 18 枚（撮影縮尺 1/16,000，撮影高

度 2,438 m，焦点距離 152.4 mm）と，

同年撮影の USA-R349-32～37，45～

50，57～61 の 3 コース計 17 枚（撮

 

図-1 対象地域図及び地上基準点・検証点配置 
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影縮尺 1/15,958，撮影高度 2,438 m，焦点距離 152.8 mm）である．空中写真画像の解像度は 1200dpi

のものを用いた．SfM/MVS 処理は，①USA-R276 の写真 18 枚のみ，②USA-R349 の写真 17 枚のみ，

③USA- R276 と R349 の写真合わせて 35 枚，の 3 パターンで実施した．写真の重複率は，パターン①

でオーバーラップ（OL）が約 60％，サイドラップ（SL）が約 34％，パターン②で OL が約 63％，SL

が約 31％，パターン③では OL が約 80％で，SL は大きい方で約 89％，小さい方で約 45％であった

（図-2）． 

SfM/MVS 処理には，Agisoft 製 PhotoScan Pro を用いて，5m メッシュ DSM と地上画素寸法 50cm の

オルソ画像を作成した．地上基準点（GCP）は，地理院地図において現在も残存している構造物（交

差点等）20 点の座標を使用した．精度検証には，GCP と同様の条件で抽出した 8 点を使用した（図-

1）．また，カメラキャリブレーションはセルフキャリブレーションとした． 

 
図-2 各パターンにおける写真のラップ数分布図 

 

3. 得られた成果 

3 パターンで作成した正射画像を図-3 に，DSM を図-4 に示す．図-3 では，パターン②の正射画像が

傾いているうえ，作成された正射画像の範囲が他のものと比べて狭いことがわかる．この範囲の最高

標高は概ね 200m 程度，最低標高は 0m 程度であるが，図-4 を見ると，パターン①では平野部の標高

が全体的に低くなっている．また，範囲西側の丘陵地は他のパターンと比べてうまくデータが生成さ

れていない．パターン②も平野部の標高が全体的に低くなっているうえ，南東側に傾いていることが

わかる．パターン③は最高・最低標高値が実際の値と比べて大きく離れているが，これは範囲の周縁

部で局所的なエラー値があるためで，平野部や丘陵地の標高値は実際の標高値と近い値となっている． 

DSM について，基準点 20 点での残差と検証点 8 点での較差（いずれも RMSE）を調べた結果を表-

1 及び図-5 に示す．いずれのパターンも数 m レベルの大きな RMSE で，精度としては不十分であっ

た．DSM については，特にフィルタリング処理等は施していないが，平野部における検証点は基本的

に道路の交差点等の平坦地で取得しているため，DSM と DEM との間に大きな差はないと考えられる．

そのため，今回の精度の低さは，米軍空中写真のボケ等で GCP の取得精度が低いことや重複率が低い

ことが影響していると考えられる．パターン③は重複率が高いためか，他のパターンと比べて高さ精

度（DZ）が向上している．パターン③は周縁部で傾き（反り）がみられるが，範囲の中央部付近は良

好な DSM が作成されていると言える． 
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図-3 各パターンで生成した正射画像 

 

 

図-4 各パターンで生成した DSM による標高段彩図 

 

表-1 各パターンにおける基準点残差及び検証点較差の RMSE 

  
パターン① パターン② パターン③ 

水平(m) 高さ(m) 水平(m) 高さ(m) 水平(m) 高さ(m) 
基準点
残差 

5.8 10.4 16.3 6.3 9.3 3.8 

検証点
較差 

8.0 10.4 26.9 8.3 10.9 4.1 

 

 

図-5 各パターンにおける基準点残差及び検証点較差の RMSE グラフ 
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4. 結論と今後の課題 

仙台地区において，米軍空中写真を用いて SfM/MVS 技術による正射画像と DSM の作成及び精度検

証を実施した結果，RMSE で数 m レベルの基準点残差・検証点較差が生じた．中埜（2016b）において

阪神地区で実施した同様の研究では，基準点及び検証点に現地で VRS-GNSS 測量により位置座標を取

得した点を用い，基準点残差・検証点較差（RMSE）は 1～2m 程度であった．今回は地理院地図上で

基準点・検証点を取得したこともあり，その取得誤差が精度に大きく影響している可能性がある．ま

た，パターン③などにおいて周縁部で反りが見られたが，これは地上基準点が十分に配置されていな

かったことに起因すると考えられ，そのような場合はデータを得たい範囲よりもより広範な範囲を対

象にして処理を行う必要があると考える． 

今後は，より広範囲について処理を実施した際に，どの程度の精度が得られるかを検討するととも

に，大野（2017）の手法により機械的に取得された基準点を用いて処理を行うことで，精度が向上す

るかどうか検討する予定である． 

 

謝辞 

 本研究では，国土地理院インターンシップ制度により，総合研究大学院大学の川又基人さんに解析

作業等を実施して頂いた．ここに記して感謝いたします． 

 

参考文献 

中埜貴元（2016a）：宅地盛土の地震時安全性評価の実用化に向けたパラメータ解析と地形復元手法の

開発（第 1 年次），国土地理院平成 27 年度調査研究年報，214-217． 

中埜貴元（2016b）：宅地盛土形状把握のための旧地形データの効率的作成手法の検討，2016 年日本地

理学会秋季学術大会発表要旨集，110． 

大野裕幸（2017）：空中三角測量の全自動化によるオルソ画像作成の効率化に関する研究（第 3 年次），

国土地理院平成 28 年度調査研究年報． 

 

-197-



 

3次元地理空間情報を活用した安全・安心・快適な社会実現のための技術開発

（第2年次） 

— 3次元地図の整備・更新に関する研究 — 
 

 

実施期間          平成 27 年度～平成 29 年度 

地理地殻活動研究センター 

地理情報解析研究室  田中 宏明  大野 裕幸 

地理地殻活動研究センター  下山 泰志  藤原 智 

 

1. はじめに 

本研究は，測位環境の向上や地下街を含む公共的空間における屋内 3 次元地図仕様の整備などを目

的とした，国土交通省総合技術開発プロジェクト「3 次元地理空間情報を活用した安全・安心・快適

な社会実現のための技術開発」（以下「本総プロ」という.）の一環として実施しており，標準的な屋

内 3 次元地図仕様の策定に向けた国際規格の調査及び屋内 3 次元地図が持つべき要件の定義に関する

検討を実施した． 

 

2. 研究方法 

2.1 研究開発の概要 

 研究概要を図-1 に示す．現時点で歩

行者移動支援というアプリケーション

に用いることのみを前提とすれば，平

成 27 年度に作成した階層別屋内地図

データ仕様で十分と考えられる．一方，

原典データの整備者の観点から見ると

今後は，施設管理を目的とした 3 次元

データとして BIM でのデータ整備が進

むことが予想される．そこで，平成 29

年度までの 2 か年で（階層別ではない）

3 次元の標準的な屋内地図仕様を策定

することを目指し，①屋内 3 次元地図の国際規格に関する調査，②屋内 3 次元地図の要件に関する調

査，③ハンドヘルドレーザや SfM による既存 3 次元空間のデータ整備方法の検討の 3 項目の研究作業

を実施した． 

2.2 屋内 3 次元地図の国際規格に関する調査 

屋内 3次元地図に関連すると考えられる国際規格として，IFC（ISO16739:2013），CityGML，IndoorGML

の 3 つの規格を対象として，規格の内容や今後の動向に関し，海外の事例も含めて調査を実施した． 

2.3 屋内 3 次元地図の要件に関する調査 

 「地物」及び「POI」を対象として，必要となる項目やデータの持ち方，属性の内容等に関する調査

を実施した．調査にあたっては，国土交通省国土情報課が歩行者移動支援プロジェクト向けに今年度

試作した 4 地区（東京駅周辺，新宿駅周辺，成田空港，日産スタジアム）のデータを借用し，階層別

屋内地図データ仕様との相違点も確認しつつ分析を行った．また，視覚障がい者を対象としたヒアリ

図-1 研究計画と平成 28 年度の研究概要 
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ングや屋内ナビゲーションに関する国際会議における情報取集も実施して，実効的な調査となるよう

努めた． 

2.4 ハンドヘルドレーザや SfM による既存 3 次元空間のデータ整備方法の検討 

 東日本旅客鉄道株式会社の協力を得て，営業終了後に東京駅の一部でハンドヘルドレーザや SfM に

よる現地計測を実施し，データ作成効率や精度に関する評価を実施した． 

 

3. 得られた成果 

3.1 屋内 3 次元地図の国際規格に関する調査 

 3 つの国際規格の内容の分析結果から，BIM

と国際規格，昨年度策定した階層別の屋内地図

仕様案との関係を整理した（図-2）．IndoorGML

は規格として 3 次元形状の定義を含んでいない

ことから，準拠すべき国際規格の候補からは除

外することとした．また，データ整備事例や今

後の国際的な動向を踏まえ，優先的に準拠する

国際規格を IFC（ISO16739:2013）とした． 

3.2 屋内 3 次元地図の要件に関する調査 

 屋内 3 次元地図の重要な要件の一つとして，データの詳細度のレベルが挙げられる．BIM では，

Level of Development（LOD）として品質レベルを定義しており，LOD 100 から LOD 500 まで数字の大

きさでレベルを規定している．このうち，歩行者移動支援及び施設管理の観点から適切な詳細度は，

LOD 200（Approximate geometry：近似形状）と LOD 300（Precise Geometry：正確な形状）で，地図情

報レベルに置き換えると 250～500 に相当が必要と考えられる．その他の主要な要件は，次のとおり． 

・適用範囲を屋内に限定せず，施設の敷地内の屋外空間も対象に含める 

・地物項目は原則として 3 次元の面又は面の集合として，描画用図形項目は 3 次元の線として定義 

・POI データは，3 次元の点として定義 

・データ項目は，平成 27 年度に策定した階

層別屋内地図仕様書（案）をベースとして，

国土交通省国土情報課により試作された

データに含まれる項目を追加 

3.3 ハンドヘルドレーザや SfM による既存 3

次元空間のデータ整備方法の検討 

 ハンドヘルドレーザによるデータ取得で

は，環閉合可能な範囲については，50cm 程度

の精度が得られたが，放射状に突出した箇所

では 2m 程度のズレが見られた． 

 SfM によるデータ取得では，自動改札機のようなオブジェクト等のランドマークモデリングに活用

可能であることが確認できた． 

 

4. 結論 

 屋内 3 次元地図仕様の策定に必要となる主要部分の検討を実施した．来年度は，最終年度として本

年度の検討で得られた要件定義に沿って，IFC に準拠した具体的な仕様策定を実施する予定である． 

 

図-2 屋内 3 次元データにおける国際規格等の関係 

図-3 ハンドヘルドレーザによる屋内 3 次元点群（東京駅） 
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ハザードマップにおける災害予測および避難情報伝達の 

機能向上に資する地理学的研究（第 2 年次） 
 

 

実施期間 平成 27 年度～平成 29 年度 

地理地殻活動研究センター 

地理情報解析研究室 

地理地殻活動研究センター 

 

中埜 貴元 

宇根 寛 

 

1. はじめに 

本研究は，JSPS 科研費 JP15H02959（研究代表者：鈴木康弘名古屋大学教授）の助成を受けて実施

しているもので，（1）現状のハザードマップの体系的整理，（2）災害予測地図の高度化，（3）防災地

図及び避難情報伝達機能の高度化，（4）防災地理教育への展開の 4 つを柱とし，御嶽山噴火災害，広

島豪雨災害，東日本大震災及び南海トラフ地震の津波災害・地盤災害，活断層による直下型地震災害

を例に，ハザードマップの具体的な改良案を提示し，今後の我が国のハザードマップ整備の総合的な

あり方について地理学の立場から積極的に提言することを目的としている．国土地理院は，地盤災害

（揺れやすさ，液状化），活断層（地震），土砂災害等の災害予測地図の高度化及びハザードマップの

体系的整理を担当している． 

なお，本稿で報告する研究は，国土地理院インターンシップ実習生の助力を得て実施した． 

 

2. 研究内容 

平成 28 年度は，地盤災害ハザードマップのうち，液状化ハザードマップを対象として研究を実施し

た．全国の自治体がインターネットに公表している液状化ハザードマップを収集し，表示項目や評価

の根拠とした情報などを抽出・集計・類型化して，その特徴を明らかにするとともに，土地条件図等

と照合することで液状化リスク評価手法の妥当性について地理学的な検討を行った（宇根ほか，2017）． 

液状化ハザードマップは，主に国土交通省ハザードマップポータルサイトを利用して収集したが，

公開済みであってもハザードマップポータルサイトにリンクが張られていないケースもあり，一部の

自治体についてはホームページを網羅的に調査して，直接収集した．収集した液状化ハザードマップ

は 269 枚（2016 年 9 月 20 日時点）であるが，1 市区町村で複数枚のハザードマップを作成しているケ

ースもあり，対象市区町村数は 265 となっている．全国 1,741 市区町村（1,718 市町村＋特別区 23 区）

に対する公開率は約 15 %である．ただし，沖縄県（41 市町村）は自治体ごとに地図としてのハザード

マップは公開していないものの，「沖縄県地図情報システム」により県全域の液状化危険度分布図を公

表しているため，それを含めると公開率は約 18%となる． 

液状化ハザードマップの集計は，（a）地方名，（b）市区町村名，（c）作成年月，（d）ベースマップ

（背景地図）の種別，（e）液状化リスク情報種別，（f）液状化リスク情報以外の表示項目，（g）鈴木編

（2015）のハザードマップの種別，（h）液状化リスク分類数，（i）情報の表示形式（メッシュ or ポリ

ゴン，メッシュサイズ，縮尺等），（j）液状化リスク評価の主要情報源及び出典資料（推定を含む）に

ついて実施した．なお，（a）地方名における地方区分は，ハザードマップポータルサイトの地方区分

（国土交通省地方整備局の管轄区分）に従った．また，集計した結果を用いて，統計分析フリーソフ

ト「R」により類型化を試みた． 

 

-200-



 

3. 得られた成果 

3.1 集計結果と類型化結果 

先述したように，液状化ハザードマップの全

国における公開率は約 15％であるが，都道府県

別にみるとその公開率にはばらつきがあること

がわかる（図-1）．また，埼玉県と愛知県の公開

率が高くなっている．埼玉県は 2011 年東北地方

太平洋沖地震の際に多くの液状化被害を受けて

おり，それによる公開率の向上が考えられたが，

作成年を調べると 2011 年以前に作成されたも

のが 8 割近くを占めており，2011 年の地震以前

から積極的に整備・公開されてきたことが伺え

る． 

液状化リスク情報は，約半数が「液状化危険

度」として表示しており，次いで「液状化可能

性」と「PL 値」が続いた．液状化リスクは 3～5

段階で表示されているものが多かったが，中に

は PL 値を 8 段階で表示しているものもあった．

液状化リスク情報の表示型は，約 87%がメッシ

ュ型，約 12%がポリゴン型で，メッシュ型のう

ちの約 44%が 250m メッシュサイズ，約 37%が

50m メッシュサイズを占め，その他 100m や

500m メッシュサイズなどがみられた．評価に使

用した主な情報源（推定を含む）としては，34％

が地形分類情報，21％がボーリングデータで，

40％が双方を併用しており，中部以東の東日本

では地形分類情報を，中国地方を中心とした西日

本ではボーリングデータを用いている割合が高

かった（図-2）． 

液状化リスク以外の表示項目に関しては，緊急

輸送道路，市町村役場，消防署，警察署，避難所

の順に多かったが，ハザードマップにおいて重要

な情報と思われる避難所を掲載している割合は

1 割と少なかった．この集計結果をウォード法の

クラスター分析を用いて類型化したところ，北海

道・中部・西南日本型と北東日本型の 2 つのクラ

スターに分類された．北海道・中部・西南日本型

では液状化リスク評価のみの表示が多いのに対

し，北東日本型では表示項目が多く，発災後の利

用をより強く意識していると考えられる． 

これらの液状化ハザードマップを，鈴木編

 
図-1 液状化ハザードマップの都道府県別公開率（グラ

フ中の数字は市区町村数）．栃木県，島根県，山口

県，長崎県は公開数が 0 のため除外． 

 

図-2 地方別主要情報源割合．タイプ 1：ボーリングデ

ータ，タイプ 2：地形分類情報，タイプ 3：1 と 2

の併用，タイプ 4：地質情報等その他の情報，タ

イプ 5：不明． 
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（2015）で示された 4 つのハザードマップ型（A：災害発生にかかわる土地の性質を示した地図，B：

災害の発生しやすさを判定して示した地図，C：一定の想定に基づいて災害を予測した地図，D：災害

の発生後，個人や企業，行政などが避難，救援，二次災害防止，復旧などの活動を円滑に行うために

必要な情報を示した図）に分類・集計した．なお，1 つのハザードマップで複数の型に該当するもの

もあったため，各型及び各組み合わせで集計した．その結果，8 割強のハザードマップは少なくとも

C 型に分類され，全国的に特定の地震を想定したハザードマップが多いことが伺えた．また，D 型に

分類されるものも半数以上にのぼり，発災後の避難への利用を想定されているものが多いことがわか

る．この集計結果についても類型化してみると，C 型が卓越する北海道・中部・西日本型，B 型が卓

越する九州型，C と D 型の組み合わせや B と D 型の組み合わせなど，D 型を含むケースが多い北東日

本型の 3 つのクラスターに分類された． 

3.2 液状化リスク評価手法の地理学的検討 

集計を行う過程で，代表的な液状化ハザードマップを各地方から数枚ずつ抽出し，そのハザードマ

ップの液状化リスク評価結果と土地条件図等の地形分類情報とを照合し，地形発達史等の観点からリ

スク評価結果に問題があるかどうかを検討した．その結果，次のような事例があることがわかった． 

・リスク評価結果が土地条件や土地の履歴と全く対応しないもの 

・同様の土地条件をもつと思われる一連の地域の一部に，同心円上にリスク評価の異なる地域が点

在するもの 

・要因不明の不連続線を境に評価が変わるもの 

・人工改変地の解釈に問題があると思われるもの 

 

4. 結論と残された課題 

 公開されている液状化ハザードマップを収集・分析・類型化することで，液状化ハザードマップの

表示内容や種類には地方性があることや，地理学的な観点で液状化リスク評価内容に問題がある事例

が散見されることが分かった．今後は，その他の地盤災害ハザードマップについても分析を進めると

ともに，情報伝達の観点も踏まえて，どのような情報をどのような形で掲載すべきなのかについても

検討する必要がある． 
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中～高解像度 DEM を用いたグローバルな防災に資する全球の 
自動地形分類図の作成（第 2 年次） 

 

          

実施期間 平成 27 年度～平成 29 年度 

地理地殻活動研究センター 

地理情報解析研究室 

   

岩橋 純子        

 

1. はじめに 

本研究の目的は，地盤強度の分類や土壌の推定などに役立つ全球の自動地形分類図の作成である．

既存の全球の地形分類図として，本研究の先行研究である Iwahashi and Pike（2007）は，European Soil 

Data Centre（ESDAC）のウェブサイトで他の研究者の成果と共に土壌データ補間用として提供されて

おり，閲覧・送付申請が可能である．また Iwahashi and Pike（2007）は国土地理院のウェブサイトでも

データを公開している．しかしこれらは 1km メッシュであり，さらに高解像度の全球の地形分類図は，

現時点では存在しない．本研究では，近年整備された全球のより高解像度な DEM を用い，オブジェ

クトベースの画像分割によってさらに詳細な地形分類図をポリゴンベースで作成する事を目標として

いる．昨年度は，SRTM から作成された 7.5 秒メッシュ DEM（GMTED2010，USGS）を用い，アジア

太平洋地域を中心に試行錯誤と問題点の洗い出しを行った．今年度は，GMTED2010 に加えて MERIT-

DEM（Yamazaki et al., 2017）を利用し，北極圏等の一部の地域を除くほぼ全球について，地形分類図

の試作を行った． 

 

2. 研究内容 

まず，GMTED2010 を用いて北緯 60 度以南の地域について地形分類図を作成し，分類図作成手法の

考案と，比較すべき資料の整理を行った．これらの研究成果は 12 月の AGU Fall Meeting（米国地球物

理学連合秋季大会）にて連携研究者と共にポスター発表した． 

GMTED2010 は，オーストラリアや南米など一部の地域の地表面に斜め格子状のノイズが見られ，

また，北緯 60 度以北では，DEM の質の差が激しく，そのようなデータの不均一が地形分類図を作成

するにあたって支障となっていた．最近，JAMSTEC の研究者を中心に，SRTM（USGS）・AW3D-30mDEM

（JAXA）をベースラインにノイズを軽減して作成された MERIT-DEM（Yamazaki et al., 2017）が提案

されており，本研究でもそちらのデータを利用して，北極圏を含むさらに広範な地域の地形分類図の

試作を行った（Iwahashi et al., 2017）． 

地形分類にあたって，まず，傾斜と凸部の分布密度の組み合わせから，オブジェクトベースの画像

領域分割（Baatz and Schäpe, 2000）によって斜面をポリゴン領域に分割した．結果は尾根谷密度を加

え k-means クラスタリングによって 40 区分し，日本の地形分類図（地形・地盤デジタルマップ；

Wakamatsu and Matsuoka, 2013）・地質図（シームレス 20 万分の１地質図，産業総合研究所地質調査総

合センター）・地すべり地形分布図（防災科学技術研究所）との階層クラスタリングや，地形分類図・

地質図との目視観察，クラスタリング収束値の位置関係によって，12 区分にグルーピングした．さら

に，山地と丘陵については，スケールの大きい地形に対応したウィンドウサイズの尾根谷密度を加え

てそれぞれ二分し，最終的に 15 区分した．結果は急傾斜崩壊危険地域や液状化履歴等と比較した他，

K-net・KIK-net（防災科学技術研究所）から公開されている Vs30（表層 30m の S 波速度）と比較した．

さらに，日本と geologic provinceや気候が異なる地域についてもグルーピングが妥当か確認するため，
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カリフォルニアの岩相図（Wills et al., 2015）・オーストラリアの地質図（Blake and Kligout, 1998）と比

較した． 

 

3. 得られた成果及び結論 

得られた地形分類図は，1km メッシュを用いた Iwahashi and Pike (2007)より，特に段丘の形状の把

握，さらに 1km 以下のサイズの地形の把握について明らかに向上している．一方，おそらく人工地形

に起因すると思われるエラーのため，東京湾岸など大規模な人工改変地が段丘に分類される現象が起

きた．また，沖積平野について微高地が捉えられていないが，これは DEM の解像度の問題と，地形

量を求めた際のチューニングの問題，双方が原因として考えられる．DEM 解像度による限界は，狭い

谷底平野にも現れている．従って，さらなるチューニングの他に，より高解像度で高さ精度の良い DEM

の利用が必要である．しかし，高精度な DEM は平野部では人工的な平坦化や切り盛りを含んでおり，

現在の手法では，先に述べた人工改変地に伴うエラーをさらに増強する傾向がある．人工的な凹凸の

情報を避けて自動分類を行う手法の開発が必要となる． 

本研究による分析を通じて，山地・丘陵を除く比較的緩傾斜な地形は，日本とオーストラリアのよ

うな異なった geologic province または気候では，似通った形状の地形が必ずしも似通った形成プロセ

スや岩相を反映しないことが明らかになった．具体的には，造山帯に見られる扇状地と楯状地に見ら

れるペディプレーンのように，似た定量的特徴を持ちながら岩相が全く異なっているケースを，現段

階では自動的に分離できていない．これを解決するためには，グローバルな地形と地盤，気候に応じ

た侵食過程に対する幅広い知識が必要である． 

 

 

図-1 MERIT-DEM を用いた全球の地形分類図（試作） 
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宅地盛土の地震時安全性評価の実用化に向けたパラメータ解析と 

地形復元手法の開発（第 2 年次） 
 

 

実施期間          平成 27 年度～平成 28 年度  

地理地殻活動研究センター 

                      地理情報解析研究室  中埜 貴元 

 

1. はじめに 

平成 7 年（1995 年）兵庫県南部地震や平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震（以下「東北地

方太平洋沖地震」という．）のような大規模地震時には，阪神地域や仙台市等の大規模盛土造成地にお

いて盛土の滑動的崩落が発生しており，事前に盛土の崩落リスクを評価し，対策を講じる必要がある．

国土地理院では，平成 19～21 年度に実施した国土交通省総合技術開発プロジェクト「高度な画像処理

による減災を目指した国土の監視技術の開発」の中で，盛土の地形データのみを用いた盛土の地震時

崩落リスク評価手法（盛土評価支援システム）を構築し（中埜ほか，2012），国土交通省の「大規模盛

土造成地の滑動崩落対策推進ガイドライン及び同解説」（国土交通省，2015）で引用されているが，本

手法は海溝型地震による検証が十分ではないという課題があった．また，評価には造成前の旧地形デ

ータが必要であるが，現状ではデータ作成にコストがかかり対策の遅れの要因のひとつとなっている． 

そこで本研究では，東北地方太平洋沖地震による事例を導入することによる，より汎用性の高い評

価パラメータの導出とシステムの改良を行うとともに，新技術を用いた旧地形データの効率的作成手

法の確立を目的とする．なお本研究は，JSPS 科研費 JP15K16288 の助成によるものである． 

 

2. 研究内容 

平成 28 年度は，（1）東北地方太平洋沖地震に伴う仙台市の宅地盛土の滑動崩落被害分布に基づく盛

土評価支援システムにおける最適評価パラメータの再解析及びシステム改良，（2）米軍空中写真と SfM

多視点ステレオ写真測量（SfM/MVS）を用いた造成前地形データの作成手法の検討，を実施した． 

（1）では，1）仙台市から入手した新旧地形データからの盛土形状の抽出，2）現行の盛土評価支援

システムによる安全性評価及び正答率算出，3）統計的側部抵抗モデルにおける最適評価パラメータの

導出，4）現行の盛土評価支援システム及び Excel 版評価ワークシートの改良，を実施した．1）では，

盛土評価支援システムで新旧地形データを読み込み，盛土形状計測機能により盛土幅，盛土厚，盛土

面積，地山傾斜角などを計測し，それらを用いて 2）の安全性評価を実施した．その結果と，前年度

（中埜，2016）に整理した滑動的変動盛土リスト及び仙台市造成宅地滑動崩落緊急対策事業区域図を

基に，評価結果の正答・誤答を判定し，正答率を算出した．続いて 3）では，3 つの正答率条件（①：

変動盛土の正答率が 100％となるパラメータ，②：変動盛土と非変動盛土の正答率の合計が最大とな

るパラメータ，③：変動盛土の正答率が 90％以上かつ非変動盛土の正答率が最大となるパラメータ）

を満たす最適パラメータの導出を，仙台地区のみの場合と仙台地区と過去の地震の事例（阪神，長岡，

柏崎地区の事例）とを合わせた場合のそれぞれで行い，正答率条件が最良となるパラメータの設定方

法を検討した．4）では，導出した最適パラメータを現行システムに組み込むとともに，既存の盛土形

状データからも評価が行える改良版の Excel 版評価ワークシートを作成した． 

（2）では，前年度（中埜，2016）に阪神地区で実施した内容を仙台地区に適用した．詳細は中埜・

大野（2017）で報告しているので，そちらを参照されたい． 
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3. 得られた成果 

3.1 仙台地区の盛土形状抽出 

仙台地区を図-1 に示した 6 地区

に分割し，現行システムの盛土抽

出機能で谷埋め盛土及び腹付け盛

土を抽出した．その結果，合計 1903

箇所の盛土が抽出できたが，滑動

的変動盛土が存在しなかった鐘ケ

丘地区と平坦地盛土（地山傾斜角

＜0.5゜），狭小盛土（盛土面積＜

1,000m2）は除外した．ただし，狭

小盛土であっても滑動的変動に該

当する盛土は除外しなかった．そ

の結果，抽出した盛土総数は 1,697

箇所となった． 

これらの盛土に対して，滑動的

変動盛土リスト及び仙台市造成宅地滑動崩落緊急対策事業区域図（以下「対策事業区域図」という．）

を基に「変動」か「非変動」かの情報を付与した．なお，抽出した盛土形状と対策事業区域図の盛土

とは必ずしも一対一で対応しておらず，複数の盛土が対策事業区域図では 1 箇所として計上されてい

たり，対策事業区域図で盛土が存在しても，今回使用した新旧地形データの差分では盛土の存在が確

認できなかったりした箇所がみられた．前者の場合は，包含される複数の盛土に対して「変動」情報

を付与し，後者の場合は対象から除外した． 

3.2 現行の盛土評価支援システムによる安全性評価結果及び正答率 

上記 3.1 での結果を基に，表-1 の基準に従って正答・誤答を判定し，各手法の評価結果の正答率を

（1）全盛土，（2）谷埋め盛土のみ，（3）腹付け盛土のみ，の 3 つのケースで算出した（表-2）．なお，

本稿では後述の最適評価パラメータの導出に関係する統計的側部抵抗モデルにおける結果のみを示す． 

 統計的側部抵抗モデルのパラメータ①は，内陸直下地震で変動盛土の正答率を 100％とする評価パ

ラメータであるが，今回の仙台地区での事例では変動盛土の正答率は 65.9％となった．その理由とし

て，仙台地区の谷埋め盛土の旧谷の断面形状は底面が平坦な V 字形のものが多く，旧谷軸の下流方向

への滑動的変動ではなく，旧谷軸と直交する方向に滑った側壁滑りが含まれていることが考えられる．

パラメータ②は全盛土の正答率が高いパラメータであり，変動・非変動盛土の各正答率のバランスが

良くなるはずであるが，仙台地区では谷埋め盛土の変動盛土の正答率が 60%未満で，全体でも 63.7％

と低くなった．パラメータ③は変動盛土の正答率が 90％以上かつ非変動盛土の正答率が高くなるパラ

メータだが，仙台地区では谷埋め盛土の変動盛土の正答率が 50％未満で，全体でも 55.5％となった． 

 

表-1 正誤判定基準 

 

 

図-1 仙台地区における盛土形状抽出範囲 

評価手法  ガイドライン点数方式  
統計的側部抵抗モデル  

統計的三次元安定解析モデル  

盛土変動種別  変動盛土  非変動盛土  変動盛土  非変動盛土  

正答  変動確率 50％以上  変動確率 50％未満  安全評価指数 1.0 未満  安全評価指数 1.0 以上  

誤答  変動確率 50％未満  変動確率 50％以上  安全評価指数 1.0 以上  安全評価指数 1.0 未満  
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表-2 現行の統計的側部抵抗モデルの評価パラメータによる仙台地区の安全性評価正答率 

 

 

3.3 統計的側部抵抗モデルにおける最適評価パラメータの導出 

上記 3.2 で得られた結果と，現行システムにおける評価パラメータ導出に用いた阪神・長岡・柏崎

地区の事例を用いて，（1）仙台地区のみの場合，（2）全地区の場合について，統計的側部抵抗モデル

の最適評価パラメータを導出した．なお，現行の最適評価パラメータが内陸直下地震対応型，（1）の

仙台地区での最適評価パラメータが海溝地震対応型，（2）の全地区での最適評価パラメータが両地震

対応型に相当することになる．その結果を基に，現行の内陸直下地震対応型のパラメータと今回の事

例に基づく海溝地震対応型パラメータを分けるか否かを検討した． 

導出する評価パラメータは（a）側面粘着力 c1，（b）過剰間隙水圧高⊿h，（c）底面内部摩擦角φ2，

（d）側面内部摩擦角φ1 の 4 つであり，現行システムと同様の 3 つの正答率条件（①～③）を満たす

ものを導出し，それらをパラメータ①’，②’，③’とした．最適評価パラメータは，（a）～（d）の 4

つのパラメータを実際の地盤強度の取り得る範囲において 0.1 単位で順次変化させ，すべての組み合

わせの中から①’～③’の正答率条件を満たす最適値を探索した．ただし，各評価パラメータの全組

み合わせ数は膨大となるため，計算時間を

短縮するためにまずは大きな単位（0.5 単

位）から絞り込み，最終的に 0.1 単位で探

索する手法とした． 

導出した最適評価パラメータ①’～③’

を，（1）仙台地区のみの場合と（2）全地

区の場合に分けて表-3 に示す．この結果か

ら，内陸直下地震対応型，海溝地震対応型，

両地震対応型の 3 つの地震対応型それぞ

れで最適評価パラメータが異なることが

分かり，想定される地震のタイプによって

評価パラメータを変更する必要性が示さ

れた（表-4）．つまり，内陸直下地震，海溝

地震のみが想定される地域ではそれぞれ

統計的側部抵抗モデル（パラメータ①：変動盛土の正答率が100％となる設定値（変動100%、非変動38%））

（1）全盛土 （2）谷埋め盛土のみ （3）腹付け盛土のみ

全体 変動盛土 非変動盛土 変動+非変動 全体 変動盛土 非変動盛土 全体 変動盛土 非変動盛土

総数 1697 182 1515 総数 1661 151 1510 総数 36 31 5

正答数 1256 120 1136 正答数 1225 90 1135 正答数 31 30 1

正答率 74.0% 65.9% 75.0% 140.9% 正答率 73.8% 59.6% 75.2% 正答率 86.1% 96.8% 20.0%

統計的側部抵抗モデル（パラメータ②：変動・非変動盛土の正答率合計が最大となる設定値（変動85%、非変動98%））

（1）全盛土 （2）谷埋め盛土のみ （3）腹付け盛土のみ

全体 変動盛土 非変動盛土 変動+非変動 全体 変動盛土 非変動盛土 全体 変動盛土 非変動盛土

総数 1697 182 1515 総数 1661 151 1510 総数 36 31 5

正答数 1430 116 1314 正答数 1400 87 1313 正答数 30 29 1

正答率 84.3% 63.7% 86.7% 150.5% 正答率 84.3% 57.6% 87.0% 正答率 83.3% 93.5% 20.0%

統計的側部抵抗モデル（パラメータ③：変動盛土正答率90％以上、非変動盛土の正答率最大（変動91%、非変動79%））

（1）全盛土 （2）谷埋め盛土のみ （3）腹付け盛土のみ

全体 変動盛土 非変動盛土 変動+非変動 全体 変動盛土 非変動盛土 全体 変動盛土 非変動盛土

総数 1697 182 1515 総数 1661 151 1510 総数 36 31 5

正答数 1401 101 1300 正答数 1371 72 1299 正答数 30 29 1

正答率 82.6% 55.5% 85.8% 141.3% 正答率 82.5% 47.7% 86.0% 正答率 83.3% 93.5% 20.0%

正答率 正答率 正答率

正答率 正答率 正答率

正答率 正答率 正答率

表-3 2 ケースにおける各正答率条件の最適評価パラメー

タ（黄色マスクは正答率条件の該当部） 

 

（1）仙台のみ

c1 ⊿h φ2 φ1 全体 変動盛土 非変動盛土 変動+非変動

最適値 8.8 4.5 15.8 44.9 21.4% 100.0% 12.0% 112.0%

c1 ⊿h φ2 φ1 全体 変動盛土 非変動盛土 変動+非変動

最適値 32.2 2.5 24 38.7 84.2% 65.9% 86.4% 152.3%

c1 ⊿h φ2 φ1 全体 変動盛土 非変動盛土 変動+非変動

最適値 32.2 3.6 19.3 41.3 59.1% 90.1% 55.4% 145.5%

（2）全地区（阪神・長岡・柏崎・仙台）

c1 ⊿h φ2 φ1 全体 変動盛土 非変動盛土 変動+非変動

最適値 12.5 5.8 16.8 44.8 22.3% 100.0% 11.1% 111.1%

c1 ⊿h φ2 φ1 全体 変動盛土 非変動盛土 変動+非変動

最適値 33.1 2.7 24.4 38.2 84.6% 71.0% 86.6% 157.5%

c1 ⊿h φ2 φ1 全体 変動盛土 非変動盛土 変動+非変動

最適値 34.7 2.8 17.2 39.9 62.5% 90.3% 58.5% 148.8%

パラメータ① ’：変動盛土の正答率が100％となるパラメータ

パラメータ② ’：変動盛土と非変動盛土の正答率の合計が最大となるパラメータ

パラメータ③ ’：変動盛土の正答率が90％以上かつ非変動盛土の正答率が最大となるパラメータ

パラメータ① ’：変動盛土の正答率が100％となるパラメータ

パラメータ② ’：変動盛土と非変動盛土の正答率の合計が最大となるパラメータ

パラメータ③ ’：変動盛土の正答率が90％以上かつ非変動盛土の正答率が最大となるパラメータ
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内陸直下地震対応型，海溝地震対応型の評価パラメータで評価し，両方の地震が想定される地域では

両地震対応型の評価パラメータで評価するか，各地震対応型の評価パラメータでそれぞれ評価するこ

ととなる．ただし，仙台地区の盛土数が他地区の盛土数に比べてかなり多いため，両地震対応型の評

価パラメータは統計的には海溝地震対応型に偏っている可能性があり，また，仙台地区特有の盛土形

状の影響も受けていることから，各地震対応型の評価パラメータで評価する方が望ましいと言える． 

 

表-4 地震対応型別最適評価パラメータと正答率 

 
 

3.4 現行の盛土評価支援システム及び Excel 版評価ワークシートの改良 

上記の結果を基に，現行の盛土評価支援システム内のパラメータ設定箇所を改良するとともに，従

来盛土 1 つずつしか評価できなかった Excel 版評価ワークシートを，多数の盛土を一括して評価でき

るように改良した． 

 

4. 結論と今後の課題 

仙台地区における東北地方太平洋沖地震に伴う盛土の滑動的変動事例を基に，現行の盛土評価支援

システムの最適評価パラメータの再解析を実施した結果，現行の内陸直下地震対応型パラメータと海

溝地震型パラメータを分ける必要があることが明らかとなった．ただし，海溝地震型パラメータは内

陸直下地震型パラメータと比べるとやや正答率が低いうえ，仙台地区の事例のみで導出しているため，

仙台地区特有の盛土形状や変動様式の影響を含んでおり，今後，他地域で海溝地震と盛土の滑動的変

動が発生した際に，新たな検証が必要と考える． 
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内陸直下地震対応型

地　震　型 ⊿h c1 φ1 c2 φ2 全体 変動盛土 非変動盛土 変動+非変動

パラメータ①内陸 4.5 25.0 35.0 0.0 36.0 － 100% 38% 138%

パラメータ②内陸 3.0 39.0 35.0 0.0 25.0 － 85% 98% 183%

パラメータ③内陸 4.4 39.0 35.0 0.0 33.0 － 91% 79% 170%

海溝地震対応型

地　震　型 ⊿h c1 φ1 c2 φ2 全体 変動盛土 非変動盛土 変動+非変動

パラメータ① '海溝 4.5 8.8 44.9 0.0 15.8 21.4% 100.0% 12.0% 112.0%

パラメータ② '海溝 2.5 32.2 38.7 0.0 24 84.2% 65.9% 86.4% 152.3%

パラメータ③ '海溝 3.6 32.2 41.3 0.0 19.3 59.1% 90.1% 55.4% 145.5%

両地震対応型

地　震　型 ⊿h c1 φ1 c2 φ2 全体 変動盛土 非変動盛土 変動+非変動

パラメータ① '両者 5.8 12.5 44.8 0.0 16.8 22.3% 100.0% 11.1% 111.1%

パラメータ② '両者 2.7 33.1 38.2 0.0 24.4 84.6% 71.0% 86.6% 157.5%

パラメータ③ '両者 2.8 34.7 39.9 0.0 17.2 62.5% 90.3% 58.5% 148.8%

内陸直下地震対応型

海溝地震対応型

両地震対応型

正答率

阪神・長岡・柏崎地区のデータでの最適評価パラメータ（現行システムでの評価パラメー

仙台地区のみでの最適評価パラメータ

阪神・長岡・柏崎・仙台地区のデータでの最適評価パラメータ

⊿h：過剰間隙水圧高（ｍ）、ｃ1：側面粘着力（kN/㎡）、φ1：側面内部摩擦角（゜）、ｃ2：底面粘着力（kN/㎡）、φ2：底面内部摩擦角（゜）

正答率

正答率
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昭和期からの斜面調査資料と新技術の融合による 
斜面崩壊・堆積プロセスの解明（第 1 年次） 

 

          

実施期間 平成 28 年度～平成 29 年度 

地理地殻活動研究センター 

地理情報解析研究室 

 

岩橋 純子  中埜 貴元 

田中 宏明 

 

1. はじめに 

本研究は，国土地理院が保有する昭和期からの斜面調査事業（道路災害対策調査；昭和 46 年～平成

18 年度）の資料を利用し，新技術を用いた再調査，危険度評価の追跡調査等を行う事によって，斜面

崩壊・堆積プロセスの解明を行い，研究成果を山地斜面防災に援用する道を探索するものである． 

道路災害対策調査は，昭和 43年の国道 41号における飛騨川バス転落事故をきっかけとして始まり，

異常な豪雨時に発生する道路敷地外からの土石流・地すべり・崩壊等の危険性把握を目的として，旧

建設省及び国土交通省道路局の予算により，直轄国道の周辺斜面の地形判読と調査が行われたもので

ある．北海道～沖縄までに点在する 388 地区，総延長 3635km の国道沿いの山地斜面について報告書

と大縮尺の地形分類図等が作成されており，このうち 183 地区・総延長 1597km（平均地区面積は

14.5km2）分については，地形分類と当時の道路施設の GIS データが作成されている．昭和時代からの

人海戦術的な調査によって，丁寧に崩壊地形・地すべり・遷急線等の斜面災害関連地形を調べ上げ，

表土層の状況をあわせて斜面の危険度評価を加えた資料であるが，道路事業という特定の目的で行わ

れた調査であるため，現在まで研究には利用されてこなかった． 

今年度は，キックオフミーティングを開催して共同研究者との意見交換に勤めると共に，山地斜面

の昭和期の検土杖調査データ 2300 件あまりについての統計分析と，岩国地区・阿蘇地区での現地調

査を行った． 

 

2. 本年度の研究内容 

2.1 資料の整理と統計：山地斜面の検土杖調査データについて 

研究の開始にあたり，道路災害対策調査の資料について，年次ごとに異なる調査内容の把握，斜面

調査表等の資料や GIS データの有無の整理を行った．また，特に昭和 55 年前後に行われた斜面調査

に注目し，資料の統計処理を行った． 

山地斜面の表土層厚やすべり面の推定は，表層崩壊のモデリングのために非常に重要である．しか

し，計測に労力を有することから，現在に至るまで，あまりまとまった数の調査結果は報告されてい

ない．道路災害対策調査では，昭和 55 年前後の一時期，北海道～鹿児島までの 32 地区で，1 地区辺

り 10～20 箇所程度の斜面について合計 2300 点以上の検土杖深が，斜面勾配及び集水面積（図化機で

計測）・縦断形・表層物質の情報と共に収集され，斜面調査表に手書きで記載されている．検土杖深と

は，斜面調査の一環として収集されたデータであり，1.5m の農研式検土杖を簡易的な貫入試験機とし

て用い，国道沿い斜面の表層の厚みを調べたものである．表土層厚が不安定になりやすい谷を避けて

検土杖調査が行われており，尾根の脇の斜面で調査されているケースが多い．本研究ではこれら手書

きの資料をエクセル表にまとめ，頻度分布図の作成や，関数近似を行った． 
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2.2 硬岩地域の崩壊についての現地調査：岩国地区 

 山口県岩国地区では，昭和 54 年に調査が行われた国道 2 号路線沿いで，平成 26 年 8 月豪雨によっ

て斜面崩壊が数箇所起きており，過去の調査図と近年の航空レーザ 1mDEM を重畳して比較すること

ができる．2 月に現地調査を行い，平成 26 年 8 月豪雨での崩壊地の現状確認と，昭和期に斜面調査・

渓流調査が行われた箇所の確認を行った． 

2.3 火山地域の崩壊についての現地調査：阿蘇地区 

 熊本県阿蘇地区では，昭和 63 年に国道 57 号沿いで道路災害対策調査が行われている．また周辺の

阿蘇カルデラ地域では，平成 24 年 7 月の九州北部豪雨，平成 28 年 4 月の熊本地震により，多くの斜

面崩壊が生じた．3 月に共同研究者と共に現地調査を行い，九州北部豪雨・熊本地震による崩壊地の

観察と，豪雨による表層崩壊発生箇所での簡易貫入試験・検土杖調査を行った． 

 

3. 得られた成果 

表土層厚やすべり面の推定は，通常 5kg の錘を用いる簡易貫入試験によって行われる．昭和期の道

路災害対策調査では急峻な斜面での機動性を重視して検土杖が用いられ，その計測方法から静貫入深・

動貫入深・打貫入深と 3 種類の値が記載された．表層崩壊におけるすべり面は，検土杖による調査で

は動貫入深と打貫入深の間にあると報告書に記載されているが，簡易貫入試験と比較して実際どのよ

うな関係があるのか不明であった．阿蘇地区での現地計測によって，火山噴出物の地域におけるすべ

り面深さは，検土杖深のうち打貫入深に近いことがわかった．また，岩国地区での現地計測において

は，崩壊が起きていない斜面では 40 年近く経過後も斜面表層部の土層は大きく変化していないと推

測された．集計した検土杖深のヒストグラムは，土壌や砂礫～粘土の動貫入深はいずれも最頻値が

20cm 程度で，値の大きい方にすそを引く形をしており一般化極値分布（GEV 分布）に近似された．

一方，残積土や降下堆積物については，最頻値の位置が厚い方に寄っており，火山灰層では動貫入深

が 80cm 程度であることがわかった． 

岩国地区の平成 26 年 8 月豪雨では，発災後の空中写真撮影や航空レーザ計測が行われておらず，

土砂崩落や斜面崩壊の発生場所の把握が当初困難であった．岩国国道維持出張所から提供を受けた道

路被災箇所のキロポスト情報と現場写真，さらに住民の方からの口コミが発生渓流の推定に有効だっ

た．調査地域内の 7 つの渓流を土石流が下ってきたと推定され，そのうち 5 箇所では昭和 54 年に渓

流調査が行われていた．昭和 54 年の渓流調査地点のうち，流域の地形から点数が付けられていた中

で，9 点・10 点（最大 10 点）なおかつ特に気になる渓流として当時現地調査に入っていた渓流 5 本

は，いずれも平成 26 年に土石流が発生していたことがわかった． 

阿蘇地区の調査結果については分析中であるが，豪雨による崩壊と地震による崩壊の発生場所の違

い（後者は凸型斜面で多い）を改めて確認したほか，昭和 63 年度の調査地点で平成 24 年豪雨時に起

きたやや規模の大きな崩壊地について現状や表土層厚を確認した． 
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